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2024 年度事業計画                 

 

＜地方自治および地域問題に関する調査・研究事業＞ 

 

（1）地方自治に関する調査・研究 

・地方自治に関する調査・研究事業として、これまで山形県「一般社団法人置賜自給圏推進

機構」や徳島県「神山町」、岡山県の「真庭市・あば村（津山市）・奈義町」など、新た

な視点でまちづくりに取り組まれる自治体等への視察・調査を行ってきました。コロナ禍

で 2020～2021 年度は実施することが出来ませんでしたが、2022 年度は三重県「地方自治

研究センター・多気町・VISON(ヴィソン)」へ視察を行いました。今後も自治労京都府本

部と協働し、視察・調査の実施に取り組んでいきます。 

 

(2) 「京都市の財政と都市経営を考える研究会 

～京都市におけるウェルビーイングなまちづくりをめざして～」の開催について 

・この間の議論やシンポジウムの内容を踏まえ、引き続き「京都市の財政と都市経営のあ

り方」についての調査・研究に取り組み、「幸せなまちづくり」や「ウェルビーイング

なまちづくり」に向けた報告書を作成し、京都市への「提言」をめざします。 

 

（3）「自治体財政研究会」の開催 

・近隣自治体との比較ができる財政分析ソフトを更新し、各自治体単組、会員、京都自治総

研役員に送付します。また希望する単組には、このソフトをもとにした財政分析を行って

いきます。 

 

 

＜地方自治および地域問題に関する学習・交流事業＞ 

 

（1）「総会記念講演会」の開催 

・総会開催時に記念講演会を開催し、地方自治および地域問題に関する学習・交流を深めて

いきます。 

 

（2）2024京都自治研集会への参画 

・2024年度は、「2024京都自治研集会」が下記の通り開催されます。2024京都自治研集会

実行委員会に参画するとともに、各単組の自治研力を推進するため、企画・運営や発表

レポートの確保に取り組んでいきます。また、「自治研レポートＱ＆Ａ(書き方講座)」

を開催し、レポート作成を活性化するための相談・助言を行います。 

日 時：2024年 8月 2日（金）全体集会 15：00～／ 分 科 会 17：00～ 

場 所：京都テルサ 東館 2Ｆセミナー室他 

メインテーマ：「“つながり”で創ろう Well-beingな地域社会」 
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（3）「第 40回地方自治研究全国集会（島根自治研）」への参加 

・島根自治研が、2024 年 10 月 4 日（金）から 5 日（土）にかけて、島根県松江市他で開催

されます。「2024 京都自治研集会」の発表レポートを投稿するとともに、参加を通じて

全国の研究機関、市民団体、ＮＰＯ等との交流を深めます。 

 

（4）「自治総研セミナー」及び自治労本部「地財セミナー」への参加 

・毎年 9 月に開催される「自治総研セミナー」及び 2 月に開催の自治労本部「地財セミナー」

では、その時々の社会情勢を踏まえた地方自治の課題や財政問題などが取り上げられ、全

国の自治研センター（研究所）や都道府県本部の担当者が参加されます。京都自治総研と

しても積極的に参加し、地方自治を取り巻く課題の学習や他団体との交流を深めます。 

 

（5）「地方財政セミナー」の開催 

・地方財政の動向によって、自治体が取り組む事務事業の内容は大きく変化します。今年度

も自治労京都府本部と共催で、政府が 2025 年度の地方財政計画を策定する時期に合わせ

て「2025 年度地方財政セミナー」を開催し、政府の地方財政計画が地方自治体に与える

影響や地方財政の分析方法について学びます。 

 

（6）京都府内自治体首長との対談 

・2007 年度からはじまり、これまでに計 26 人(28 回)の自治体首長と、対談形式で意見交換

を行ってきました。昨年度は 2024 年 1 月 23 日に、松村淳子宇治市長との対談を実施しま

した。自治体の首長は行政のトップとして、歴史や人口構造、財政状況、地域の特徴など

を踏まえながら、住民ニーズを実現するためにご尽力されています。今年度も対談を実施

し、地域の活性化やまちづくりについての意見交換を行い、交流を深めていきます。また、

対談内容を会報に収録し、会員をはじめ他の自治体等へも広く紹介していきます。 

 

河井規子（木津川市長）、久保田 勇（宇治市長）、中山 泰（京丹後市長）、小田 豊

（長岡京市長）、坂本信夫（久御山町長）、奥田光治（宇治田原町長）、松本勇（笠置町

長）、栗山正隆（亀岡市長）、山田啓二（京都府知事）、石井明三（京田辺市長）、門川大

作（京都市長）、江下傳明（大山崎町長）、山本 正（宇治市長）、松山正治（福知山市

長）、堀 忠雄（和束町長）、中小路建吾（長岡京市長）、安田 守（向日市長）、桂川 孝

裕（亀岡市長）、大橋一夫（福知山市長）、堀口文昭（八幡市長）、西村典夫（笠置町

長）、西谷信夫（宇治田原町長）、奥田敏晴（城陽市長）、上村崇（京田辺市長）、信貴康

孝（久御山町長）、松村淳子（宇治市長） 
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＜地方自治および地域問題に関する情報提供事業＞ 

 

（1）会報「京都フォーラム」の発行 

・地方分権や財政制度、社会保障、地域活性化など、地方自治制度や社会政策に関する研究

論文や、京都府内自治体の首長との対談内容、社会活動に取り組む団体の紹介など、幅広

い内容を収録して発行します。 

 

（2）Facebookの充実 

・当研究所の新しい「顔」となっている“Facebook”については、今年度も引き続き内容の

充実を図るとともに、インターネットを活用した取り組みを進めます。 

 

 


